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金融機能の強化のための特別措置に関する法律第１２条
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１.前経営強化計画の数値目標の達成状況

貸出金平残は計画を460億円上回りましたが、前計画策定時の想定以上に
低金利環境が続いたこと等により貸出金利回りが計画を下回ったことな
どから、資金利益は計画を下回りました。また、役務取引等利益は金融
商品の販売が計画を下回ったことなどにより計画を1億83百万円下回りま
したが、経費は計画を9億5百万円下回りました。これらの結果、コア業
務純益は計画を2億9百万円上回る実績となりました。

機械化関連費用を除く経費は計画を7億85百万円下回り、始期比で5億99百万円削減
できましたが、資金利益や役務取引等利益の不足等によって業務粗利益は計画を20
億5百万円下回ったことから、業務粗利益経費率は計画を4.76ポイント上回り計画未
達成となりました。

外部機関等とも連携することでコンサルティング機能の強化を
図り、ビジネスマッチング等に積極的に取り組み、各期とも計
画を上回る実績で推移しました。2021年3月期下半期において
も、経営改善支援取組先数は計画を83先、比率を0.88％上回る
実績となりました。

成長分野向けのほか、中小規模事業者等の資金需要にきめ細やかに取り組
むとともに、新型コロナウイルスへの対応に積極的に取り組んだことなど
から、中小規模事業者等向け貸出残高は計画始期を609億円、計画を562億
円それぞれ上回りました。総資産に対する比率は、預金残高の増加や利益
の積上げ等により総資産が計画を上回ったものの、始期を1.16ポイント、
計画を0.65ポイントそれぞれ上回りました。

（単位：百万円）

（単位：百万円、%） （単位：先、%）

計画
始期

2021/3期 計画始期からの改善額

計画 実績 計画比 計画 実績 計画比

コア業務純益 2,418 2,423 2,632 209 5 214 209

計画
始期

2021/3期 計画始期からの純増額

計画 実績 計画比 計画 実績 計画比

中小規模事業者
等向け貸出残高

3,956 4,003 4,565 562 47 609 562

総資産 11,038 11,012 12,338 1,326 △26 1,300 1,326

総資産に対する
比率

35.84 36.35 37.00 0.65 0.51 1.16 0.65

計画
始期

2021/3期 計画始期からの改善額

計画 実績 計画比 計画 実績 計画比

経費
(機械化関連費用除く)

10,336 10,522 9,737 △785 186 △599 △785

業務粗利益 14,158 15,024 13,019 △2,005 866 △1,139 △2,005

業務粗利益経費率 73.00 70.03 74.79 4.76 △2.97 1.79 4.76

（単位：億円、%）

計画
始期

2021/3期（下半期）

計画 実績 計画比

経営改善支援取組先数 422 452 535 83

取引総数 8,916 9,036 9,098 62

比率 4.73 5.00 5.88 0.88

コア業務純益の改善額 中小規模事業者等に対する信用供与の実績

業務粗利益経費率の改善幅 経営改善支援等の取り組み
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２.経営戦略
経営戦略の策定にあたり、地域と当行を取り巻く環境と課題を整理したうえで、当行の経営理念

や経営目標、さらにはＳＤＧｓとの融合を図りました。
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地
域
の
価
値

時間

・全国に先駆けた人口減少
・相対的に低い労働生産性など

こうぎんの
目指す姿

SDGsが
目指す世界

SDGsとの融合により
事業基盤である
地域の課題を解決

×

熱意

高知銀行は、限りない熱意をもって、地域の発展と暮らしの向上に貢献します。

調和

高知銀行は、調和のとれた経営をもって、お客さまの信頼に応えます。

誠実

高知銀行は、創意と誠実をもって、お客さまに奉仕します。

お客さまにとって 役に立ち信頼される銀行

株主にとって 健全で企業価値の高い銀行

地域社会にとって 使命を果たし発展に貢献する銀行

職員にとって 働きがいがあり夢と希望を実現できる銀行

経
営
理
念

経
営
目
標



２.経営戦略
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本計画では、当行が目指す姿として「地域の価値向上に貢献する金融インフラ」を掲げ、達成に
向けて３つの「基本方針」と５つの「基本戦略」を設定いたしました。



３.経営の改善の目標とその達成のための方策
当行は、金融機能の強化のための特別措置に関する法律第１２条第１項の規定に基づき、２０２１年４月よ

り２０２４年３月まで経営強化計画を実施いたします。本経営強化計画における経営の改善の目標を下記のと
おりとし、その達成に向けて全力で取り組んでまいります。

中
期
経
営
計
画
の
基
本
戦
略

本業サポートの強化

暮らしサポートの強化

人財力の最大発揮

経営基盤の強化

営
業
戦
略

デジタル化等を活用した
業務の改革および

組織最適化

経
営
基
盤
戦
略

第５期経営強化計画の
期間中に取り組む施策

現場力のさらなる向上

後方支援体制の強化

地域の皆さまとのリレーションの深化

"face to face" 営業態勢のさらなる向上

人財の育成および適正配置

多様な人財の活用と働き方改革への対応

財務基盤の強化

｢こうぎんらしさ｣が際立つ企業価値の共有

グループガバナンスの強化

営業力強化に向けた事務省力化および
リソースの最適配置

地域ごとのニーズや展望を踏まえた
店舗網の再構築

地域のニーズへの対応および発掘

非対面取引の拡充

中期経営計画の基本戦略と具体的施策の概念図（１）コア業務純益の改善額

（２）業務粗利益経費率の改善幅

2021/3期
実績

2021/9期
計画

2022/3期
計画

2022/9期
計画

2023/3期
計画

2023/9期
計画

2024/3期
計画

2021/3期
比改善幅

コア
業務純益

2,632 1,148 2,137 1,196 2,390 1,341 2,664 32

（単位:百万円）

＊コア業務純益（業務純益＋一般貸倒引当金繰入額－国債等債券関係損益）

2021/3期
実績

2021/9期
計画

2022/3期
計画

2022/9期
計画

2023/3期
計画

2023/9期
計画

2024/3期
計画

2021/3期
比改善幅

経費（機械化関
連費用を除く）

9,737 4,934 9,904 4,950 9,837 4,910 9,753 △16

業務粗利益 13,019 6,982 13,941 6,930 13,898 7,008 13,927 908

業務粗利益
経費率

74.79 70.67 71.04 71.43 70.78 70.07 70.02 4.77

（単位:百万円、％）

＊業務粗利益経費率（（経費－機械化関連費用）／業務粗利益）
＊機械化関連費用は、基幹系システム・事務用機器等の減価償却費、機械賃借料、機械保守費等を計上しております。
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①本業サポートの強化

３.経営の改善の目標とその達成のための方策

（３）営業戦略
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➢ 地域やお取引先のニーズを的確に捉え、精細な分析に基づき最適なソリューション
を提供することで、地域の活性化に貢献してまいります。

➢ 本部と営業店の緊密な連携によって、より専門性の高い提案や機動性のある活動な
ど、きめ細かな対応につなげてまいります。

※「インターバル活動」とは、営業店と本部が連携し『情報分析→施策立案→活動→効果測定』の一連の
プロセスを数カ月でまわしていくもので、地域で必要とされるニーズを的確に捉え対応していく活動の
実効性向上を目指した施策です。



３.経営の改善の目標とその達成のための方策

➢ マーケット分析の高度化により質の高いリレーションを実現し、お取引内容やライ
フステージなどに応じたコンサルティング活動を推進いたします。

➢ サービスチャネルを拡充し、金融サービスへのアクセス改善を進めることで、あら
ゆるお客さまのニーズにお応えしてまいります。

（３）営業戦略

②暮らしサポートの強化
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３.経営の改善の目標とその達成のための方策

（４）経営基盤戦略
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➢ デジタルの活用により、利便性の高いサービスの提供や、
抜本的な業務効率化を進めてまいります。

➢ 一部の営業店事務を本部に集約し、より一層お客さまと向
き合う時間を創出いたします。

➢ デジタル化と、一部の営業店事務の本部集約によって得ら
れる相乗効果により、さらなる営業力強化と生産性向上を
進めてまいります。

➢ 地域ごとのニーズや展望を踏まえ、店舗網や店舗機能を再
構築し、お客さまへのサービスと当行の生産性向上につな
げてまいります。

①デジタル化等を活用した業務の改革および組織最適化



➢ 預金／貸付の分業にとらわれない、マルチスキルを有した
人財の育成に取り組みます。

➢ 多様な属性を持つ人財が活躍できるよう、さらなる環境の
整備を進めます。

➢ 上述により、「①デジタル化等を活用した業務の改革およ
び組織最適化」との相乗効果を図ります。

３.経営の改善の目標とその達成のための方策

（４）経営基盤戦略
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③経営基盤の強化

➢ 各施策の実効性を高めるため、「こうぎんらしさ＝ベス
ト・リージョナル・コラボレーション・バンク」を掲げる
とともに、地域に開かれた職員像を共有してまいります。

➢ グループ会社との連携をこれまで以上に強化し、お客さま
のニーズに応じて幅広く金融関連サービスが提供できる総
合金融サービス業を目指します。

➢ 公的資金の2024年の返済期限を見据え、本計画の各施策を
通じて、収益力の向上と資産の良質化を図ります。さらに、
他社との業務提携等によるサービス拡充によって、お客さ
まの利便性向上と密度の高い取引を実現し、経営基盤ひい
ては財務基盤の強化に努めてまいります。

②人財力の最大発揮 （職員個人のスキル）



４.中小規模事業者等に対する信用供与の円滑化

当行は、地域の雇用を支え多様な技術等の担い手として地域にとって重要な存在である中小・零細企業等の健全な発展に
向け、深度ある対話を重ねて将来の展望を共有し、当行の金融を含むあらゆるソリューションを提供してきめ細やかな本業
サポートに努めることを重点方針とし、地域の金融インフラとして「持続的な地域貢献」を果たしてまいります。

（３）信用供与の円滑化のための方策
当行は、地域の皆さまと“face to face”で向き合い、事業性評価を重視した信用供与や経営支援を行っていくとともに、

お客さまのライフステージに応じたソリューション提案力の強化を図り、さらなる営業力の強化や業務効率化につながる
本計画の諸施策を遂行して、計画期間中の中小規模事業者等向け貸出残高増加目標の達成を目指してまいります。

中小規模事業者等に対する信用供与の数値目標

2021/3期
実績

2021/9期
計画

2022/3期
計画

2022/9期
計画

2023/3期
計画

2023/9期
計画

2024/3期
計画

中小規模事業者
等向け貸出残高

4,565 4,567 4,570 4,572 4,575 4,577 4,580

始期（2021/3）
からの増加額

－ 2 5 7 10 12 15

総資産末残 12,338 12,059 11,991 11,822 11,769 11,782 11,774

総資産に対する
比率

37.00 37.87 38.11 38.67 38.87 38.84 38.89

信用供与のための方策

■本業サポートの強化
地域のニーズへの対応および発掘
現場力のさらなる向上
後方支援体制の強化
ＡＢＬなどの信用供与手法のさらなる活用

■人財の育成
営業店と連携した伴走型支援によるＯＪＴの実施
実務研修の実施や外部資格取得の推奨

■信用供与の実施状況の検証
軒先顧客管理システムによる本部と営業店の連携強化
経営陣による貸出残高や取組状況等のモニタリング

（単位:億円、％）
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（２）課題への取り組み
地域経済は、少子高齢化の進展をはじめとした中長期的な課題に加え、ポストコロナという急速かつ不可逆的な価値観の

変化が生じており、こうした変化への対応をサポートするため、以下の3つの取り組みを重点課題として位置づけ、組織全
体として継続的に推進することで地域経済の活性化につなげ、サステナブル社会の実現に貢献してまいります。

３つの重点課題
・お取引先に対する伴走型の本業サポート
・地域の面的再生への積極的な参画
・地域やお取引先に対する積極的な情報発信

（１）基本方針



４.中小規模事業者等に対する信用供与の円滑化

（４）地域経済の活性化に資する方策

経営改善支援等の数値目標

2021/3期
始期

2021/9期
計画

2022/3期
計画

2022/9期
計画

2023/3期
計画

2023/9期
計画

2024/3期
計画

創業・新事業 35 35 35 37 38 39 40

経営相談 271 271 273 273 276 278 281

事業再生 27 27 30 32 32 35 37

事業承継 23 24 24 25 27 30 33

担保・保証 179 180 183 185 187 190 193

合計 535 537 545 552 560 572 584

取引総数 9,098 9,100 9,105 9,115 9,120 9,125 9,130

比率 5.88 5.90 5.99 6.06 6.14 6.27 6.40

経営改善支援等の方策

■創業・新事業の開拓に対する支援
コンサルティング機能の発揮
高等教育機関との連携
こうぎん地域協働ファンドなどの活用

■経営に関する相談その他のお取引先企業に対する支援
経営改善計画策定支援
外部専門家との連携
ビジネスマッチング機能の強化
情報提供機能の活用

■早期の事業再生
ランクアップへの取り組み
中小企業再生支援協議会等外部機関との連携

■事業の承継に対する支援
ビジネスサポートこうち等外部機関との連携

■担保又は保証に過度に依存しない融資の促進等
ＡＢＬ等の信用供与手法の活用

（単位:先、％）
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外部機関等との連携強化を図り、金融機関連携プラット
フォーム「Kochi Big Advance」を活用するなど、中小
企業・小規模事業者が抱える事業承継等の経営課題に関
する相談受け入れ態勢を拡充しております。

高知銀行

営

業

店

お
客
さ
ま

連
携

ご
相
談

本

部税理士、司法書士等

Ｍ&Ａ業者等

高知県事業承継・引継ぎ支援セ
ンター等の公的支援機関

サ
ー
ビ
ス

ご
提
供

情
報
交
換
・

案
件
連
携

一般社団法人 ビジネスサポートこうち

《構成》 弁護士・税理士・
司法書士・社会保険労務士

外部機関等

事
業
承
継
等
支
援

経営改善支援等に積極的に取り組んだ結果、事業存続による雇用維持、事業拡大や創業による雇用創出、ビジネスマッチ
ングによる売上高増加等を継続的に達成できているものと認識しております。引き続き、地域経済の活性化につなげていく
よう積極的に取り組んでまいります。



５.責任ある経営体制の確立

（１）業務執行に対する監査又は監督の体制の強化
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2021年6月の株主総会以降の役員構成は、取締役8名（1名減少）のうち社外取締役は3名（増減なし）、監査役は4名のう
ち社外監査役は3名となっております。社外役員6名はすべて金融商品取引所の定めに基づく独立役員であり、経営の透明性
の確保とガバナンス強化に努めております。

コーポレート・ガバナンス体制図

株主総会

取締役会

経営会議
各種委員会等

◆ コンプライアンス委員会
◆ リスク管理委員会

営業店 本部

連結子会社

監査役会

会計監査人

監査部

選任/解任 選任/解任

報告

連携

選任/解任

連携

監視/検証

監査
地域金融機関としての社会的責

任と公共的使命を十分認識し、経
営の透明性を向上させるとともに、
コンプライアンスやリスク管理を
徹底してコーポレート・ガバナン
スの強化に努めてまいります。



（２）リスク管理の態勢の強化

（３）法令遵守の態勢の強化
取締役会の下に、コンプライアンス統括部担当取締役を委員長としたコンプライアンス委員会を設置し、同委員会を四半

期毎および随時開催しており、引き続きコンプライアンス・プログラムの策定や実効性の検証等、法令等遵守態勢の強化に
取り組んでまいります。

（４）経営に対する評価の客観性の確保

「統合的リスク」「信用リスク」「市場リスク」「流動性リスク」「オペレーショナルリスク」の適切なリスク管理と、
「営業戦略」「有価証券運用」「統合的リスク管理」「財務計画」による有機的な連携を強化し、経営の健全性と収益の向
上を図ってまいります。

５.責任ある経営体制の確立

（５）情報開示の充実
お客さまや株主、地域社会の皆さまへと適時・適切な情報開示を行うための手続等につきましては、規程を制定し、厳正

に取り扱っております。
今後も地域貢献活動などを通じた地域活性化の取り組みについての開示内容を充実させ、迅速で分かりやすい情報発信に

努めてまいります。
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前頁（１）に記載いたしましたとおり、社外役員6名はすべて金融商品取引所の定めに基づく独立役員として届け出をして
おり、経営に対する評価の客観性・中立性を確保しております。また、社外の有識者等第三者で構成する「経営評価委員
会」において、当行の経営方針や経営戦略等について客観的な立場で評価および助言をいただいております。



６.剰余金の処分の方針

経営強化計画を着実に履行し、収益力の強化と資産の健全化を推し進め、安定した収益を確保することによって内部留保
の蓄積を図っており、2021年3月期の利益剰余金は244億円となっております。本計画においても内部留保の蓄積に取り組む
とともに、2024年の公的資金150億円の返済期限を見据えた対応についても検討を進めてまいります。

13

2019/3期
実績

2020/3期
実績

2021/3期
実績

2022/3期
計画

2023/3期
計画

2024/3期
計画

当期純利益 9 12 7 10 12 13

利益剰余金 230 239 244 250 258 267

利益準備金 9 10 11 12 13 14

その他利益剰余金 220 228 232 237 244 253

（単位：億円）当期純利益、利益剰余金の計画

（１）配当に対する方針
地域金融機関としての公共的・社会的使命を果たすため、安定的な経営基盤の確保と健全な財務体質への強化を図るとと

もに、配当につきましては、フローの利益とストックの内部留保に応じ、弾力的に配分する方針としております。

（２）役員に対する報酬および賞与についての方針
今後におきましても、役員賞与の不支給、取締役報酬カットを継続してまいります。

（３）財源確保の方策



熱意

調和

誠実

高知銀行は、調和のとれた経営をもって、お客さまの信頼に応えます。

高知銀行は、創意と誠実をもって、お客さまに奉仕します。

高知銀行は、限りない熱意をもって、地域の発展と暮らしの向上に貢献します。


